
●健やかに暮らす 
介護が必要となっても、主体的に学び、生きがいを持ち、健やかに暮らす。 

●ともに支え合いながら暮らす 
地域における自治の力を活かし、県民同士が支え合い、地域の課題を解決して暮らす。 

●自分らしく安心して暮らす 
災害・新興感染症に備え、安心して暮らす。 

 

 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 
◆ 県内人口が減少する中、高齢者人口のピークは 2040年と推定され、特に 85歳以上人口は現在の約 1.5倍と
大きく増加する見込みである。また、近年の災害・新興感染症の影響なども踏まえ、第８期長野県高齢者プラン
では、地域包括ケア体制のさらなる深化・推進を図るため、市町村及び県が目指すべき基本的な方向性を定め
る。 

２ 計画の位置づけ 
◆ 「長野県総合５か年計画～しあわせ信州創造プラン 2.0～」高齢者福祉分野の個別計画 
◆ 保険者である市町村の介護保険事業計画と連携（介護サービス量の見込みや施設整備の目標等） 

３ 計画期間：３年間（令和３年度～令和５年度） 

 
 
 

１ 高齢者数 
◆高齢者人口のピークは 2040年 68.2万人、2020年の約 1.05倍 
特に 85歳以上は 2040年 19.3万人で 2020年の約 1.5倍 

２ 要介護（要支援）認定者数 
◆全国の要介護認定率は上昇傾向であるのに対し、本県の要介護認定率は 2014年から低下傾向 
  全国：17.9%（2014年）→18.6%（2020年） 本県：17.5%（2014年）→17.2%（2020年）  
◆年齢と性別を全国平均にあわせた調整済み要介護認定率は 13.9％（2020年）で、全国２番目に低い 

３ 認知症高齢者数 

◆全国の認知症高齢者の将来推計では、2025年には 730万人（65歳人口の 20.6％）となる見込み 
◆本県の要介護認定者のうち認知症高齢者数は 2025年に 7.52万人、2040年に 8.97万人（65歳人口の 

13.1％）となる見込み 
４ 介護サービスの利用者数（65歳以上） 

◆居宅サービス：69,678人、地域密着型サービス：18,930人、施設サービス：19,396人（2020年 10月） 
５ 介護人材の状況 
◆介護分野の有効求人倍率は平均で 3.12倍であり、全産業の 1.41倍（2020年度） 

６ 地域包括ケア体制の構築状況 
◆地域包括ケア体制の構築状況を見える化（県全体：56.1%（2017年度）⇒66.0%（2019年度）、進捗率：9.9%） 

 

１ 基本目標 

「長寿の喜びを実感し、ともに支えあい、自分らしく安心して暮らしていける信州」 
２ 目指す高齢者の姿  

 
 

 

 

 

 

３ 長野県が目指す地域包括ケア体制の見える化、地域ごとの最適化 

◆ 基本目標の実現に向け、学びと自治の力を活かして地域住民が支え合いながら、市町村が設定した  
日常生活圏域において、実態をわかりやすく見える化し、地域の特性に応じながら、医療・介護・生活  
支援等の各サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケア体制」の確立を目指す。 

第８期長野県高齢者プランについて 

はじめに 

長野県の高齢社会の現状と見通し 

2025年及び 2040年の長野県の目指す姿 

第１編 計画の基本的な方向 

介護支援課 



 

  

章 現状・課題 主な施策の方向性 

第１章 
高齢者の社会参加と 
生きがいづくりの推進 

・社会参加に意欲的な高齢者は多いが、具体
的な行動に結びついていない状況 

・意欲ある高齢者と地域の多様な活動とをつなげる 
など社会参加への支援を強化 

・ ・健康づくりのために運動や食生活に関する      
・  取組を行っている高齢者の割合は増加傾向 

・健康づくり県民運動「信州 ACEプロジェクト」の更 
なる推進を図る 

第２章 
介護予防とフレイル 
対策の推進 

・ 介護になる要因は、３人に１人が「フレイル」 
★健康寿命延伸のために介護予防・フレイル
対策の推進が重要 

・介護予防の取組が効果的なものとなるよう 
PDCAサイクルに沿った取組を推進 

・フレイル高齢者の早期発見と体操などを行う「通い 
の場」の拡大 
・通いの場へのリハビリ専門職の派遣や研究機関と 
の連携による効果検証（評価）等を実施 
（参加率 現状:7.3%→R5:10.0%） 

 

 

章 現状・課題 主な施策の方向性 

第３章 
地域包括ケア体制の 
構築 

★地域包括ケア体制の見える化 
・高齢者が安心して暮らし続けられるよう地域の
実情に応じて市町村が目標を持って地域包
括ケア体制の構築を目指すことが必要 

・地域包括ケア体制の構築状況を見える化し、地域
の特性に合った体制構築を検討 
・地域の介護サービス等が高齢者に「一目でわかる
マップ」づくりなど見える化を普及・推進 

★住民主体の生活支援サービスの充実 
・高齢者のニーズが高い生活支援サービスは
「移送」「買物」 

・移送等生活支援サービスに係る研修やアドバイザ
ー派遣によるサービス立ち上げ支援 

★中山間地域における在宅生活介護サービス
提供体制の構築を推進 

・中山間地域における通い・訪問・泊りの多機能サー
ビスの普及を図るためセミナー等で市町村を支援  

第４章  
在宅医療・介護連携の 
充実 

・日常生活の療養、入退院時、急変時、看取り
などを行う際に、地域の関係団体の連携によ
り、在宅医療と介護サービスが、切れ目なく提
供できる体制構築が必要 

・在宅医療・介護連携に関わる関係機関の情報共
有等の場を、広域（二次医療圏）で設ける等、連携
体制の構築と連携強化への支援 

第５章  
認知症施策の推進 

・認知症サポーター養成数が増加 
・認知症に対する医療・介護水準の向上と地域
の認知症支援体制が必要 

・地域における認知症への理解の促進 
・認知症サポーターの養成と、地域における活動の
仕組み（チームオレンジ）づくりの推進のための市
町村支援 

第６章 
介護人材の確保 

★多様な介護サービス提供を担う介護人材の
確保 

・生産年齢人口の減少に伴い高齢者等多様な
人材の確保が必要 

・訪問介護職員の養成・確保 
・入職促進、キャリア形成、職場環境改善 
・元気高齢者などボランティアの受入を拡大 
（介護職員 現状 3.8万人→R5:4.1万人） 

第７章 
多様な施設･住まいの 
創出 

★2040年を見据え、特別養護老人ホーム等 
必要な施設サービス基盤等を整備 

・需給バランスに応じた施設等の整備 
（広域+小規模特養     定員数 419人増加） 
（認知症グループホーム 定員数 282人増加） 

第８章 
災害・感染症対策の 
推進 

★サービス継続に向けた災害・新興感染症等
への備え 

・近年の水害や感染症を踏まえ利用者の安全
確保と事業継続の体制を整備 

・災害・感染症に対応する実効性ある計画や業務継
続計画(BCP)の策定を推進するため、研修や個別
相談等により支援 
・感染症等に対応するための職員研修の実施 

第９章 
安全・安心な暮らしの 
確保 

・養護者による虐待件数が増加 
・成年後見制度の利用促進の体制づくりが  
必要 

・高齢者虐待の未然防止・早期発見・対応 
・成年後見制度の利用促進に向けた市町村の体制
整備支援 

 

 章 現状・課題 主な施策の方向性 

第 10章 
介護保険制度の適切な 
運営 

・ 介護サービスの質の向上 
・ 利用者の主体的なサービス選択 
・ 市町村における介護給付費の適正化 

・ 事業者に対する集団指導や実地指導の充実 
・ 介護サービス情報公表制度の充実 
・ ケアプラン点検など介護給付費適正化に向けた市
町村支援 

  

計画期間中の介護サービスの見込量や整備目標、老人福祉サービスやその他の目標を整理。 
 

 
10圏域ごと地域特性や介護サービスの状況と見込量、地域包括ケア体制構築に向けた現状と課題を分析 

第２編 施策の展開 

Ⅰ 健康でいきがいを持った暮らしを 

Ⅱ 住み慣れた地域で最期まで自分らしく 

Ⅲ よりよい介護サービスの提供・利用に向けて 

第３編 サービス量の見込と達成目標 

第４編 老人福祉圏域 

★ 重点項目 


